藤枝市中山間地域活性化推進事業費補助金交付要綱
　（趣旨）

第１条　市長は、藤枝市中山間地域活性化基本計画の対象区域（以下「中山間地域」という。）の活性化を図るため、中山間地域活性化推進事業を行う者に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、藤枝市補助金等交付規則（平成17年藤枝市規則第２号）及びこの要綱の定めるところによる。

　（定義）

第２条　この要綱において、「中山間地域活性化推進事業」とは、都市と農山村の交流や中山間地域への移住定住を促進し、中山間地域の活性化を促進する事業であって、次に掲げる事業の総称をいう。

(1)　農業体験等推進事業　都市の住民が、余暇を利用して中山間地域に滞在しつつ行う農業、自然、伝統文化、地域資源及び地域特産物等に対する理解を深めるための活動（以下「農業体験等」という。）で、都市と農山村の交流を推進する事業

(2)　農業体験等受入体制整備事業　農業体験等に参加する者の宿泊の用に供するため、中山間地域の住民が所有する家屋、当該地区の集会場その他の宿泊の用に供する施設を改築し、又は改装する事業及び旅館業許可申請などを含む農家民宿等開設事業
(3)　移住定住促進事業（改修事業）　移住定住を促進するために藤枝市中山間地域空き家・空き地バンク実施要綱（令和２年藤枝市告示第40号。以下「中山間地域空き家バンク」という。）第３条第３項の規定により登録された住宅（以下「空き家」という。）を改修する事業（ただし、当該空き家を改修する事業について、市の実施する他の補助金等を受けたもの又は受ける予定のあるものを除く。）

(4)　移転事業　移住定住のために市外に居住する者が空き家に移転する事業（ただし、当該空き家に移転する事業について、市の実施する他の補助金等を受けたもの又は受ける予定のあるものを除く。）
　（補助の対象及び補助額）

第３条　補助の対象及び補助額は別表のとおりとする。
　（交付の申請）

第４条　補助金の交付を受けようとする者は、別に定める日までに、補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1)　事業計画書（第２号様式）
(2)　収支予算書（第３号様式）
(3)　資金状況調べ（第４号様式）
(4)　その他市長が必要と認める書類

２　補助金の交付を受けようとする者が団体である場合、前項各号に掲げる書類に加えて、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1)　団体の規約

(2)　構成員又は役員の名簿

３　概算払の承認を受けようとする場合は、第１項の規定による交付申請の際、併せて申請しなければならない。

　（交付決定）

第５条　市長は、補助金の交付申請があった場合は、その内容を審査し、補助金の交付を決定したときは、補助金交付決定通知書（第５号様式）により通知する。

　（交付の条件）
第６条　次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。

(1)　補助事業の内容を変更しようとする場合には、あらかじめ市長の承認を得なければならないこと。ただし、補助額の変更申請を行わない場合で、次に掲げる変更は、その限りでない。
ア　補助対象経費の総額の20パーセント以内の変更

イ　補助対象経費を構成する費目の額の変更で、変更に係るいずれの費目も、その変更の額が20パーセント以内の変更

(2)　事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、あらかじめ市長の承認を得なければならないこと。
(3)　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならないこと。

(4)　補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後、５年間保管しなければならないこと。
(5)　補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告して、その指示を受けなければならないこと。

　（変更承認）

第７条　補助事業者は、前条第１号及び第２号の承認を受けようとするときは、あらかじめ事業計画変更承認申請書（第６号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　(1)　変更事業計画書（第２号様式）
　(2)　変更収支予算書（第３号様式）
　(3)　変更資金状況調べ（第４号様式）
　(4)　その他市長が認める書類
２　市長は、前項の申請があった場合は、内容を審査し、変更を承認するときは、事業計画変更承認書（第７号様式）により通知するものとする。

　（実績報告）

第８条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、事業完了後１０日を経過した日までに実績報告書（第８号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。

　(1)　事業実績書（第２号様式）
　(2)　収支決算書（第３号様式）
　(3)　市長が必要と認める書類
　（補助金額の確定）
第９条　市長は、前条の報告を受けた場合においては、その報告書に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを審査し、必要に応じ現地調査し、適合すると認めたときは、補助金交付確定通知書（第９号様式）により通知する。

　（請求）

第１０条　補助事業者は、前条の通知を受領した日から起算して１４日を経過した日までに請求書（第10号様式）を提出しなければならない。

２　市長が、概算払の承認をした場合には、概算払請求書（第10号様式）により補助金の交付を請求することができる。
（補助金の返還）
第１１条　市長は、第２条第３号及び第４号に規定する事業について、次の各号のいずれかの事実が判明したときは、既に交付された補助金を返還させるものとする。
(1)　１０年未満で当該空き家を取り壊したとき。ただし、同所に改築・新築した住宅に継続して住み続ける場合は除く。

(2)　１０年未満で当該空き家を利用登録者以外に売却・賃貸したとき。
(3)　１０年未満で転出又は転居したとき。ただし、継続して当該空き家を中山間地域空き家バンク第３条第１項の規定による住宅の登録をする場合は除く。
　（その他）
第１２条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

　　　附　則（平成２２年８月２０日告示第１５５号）
　この告示は、公示の日から施行する。

　　　附　則（平成２３年１１月１日告示第２２８号）

　この告示は、公示の日から施行し、改正後の第２条及び別表の規定は、同日以後に補助金の交付申請があった事業について適用し、同日前までに補助金の交付申請があった事業については、なお従前の例による。

　　　附　則（平成２７年６月３０日告示第１２５号）

　この告示は、公示の日から施行する。
　　　附　則（平成２７年１１月２日告示第１５４号）

　この告示は、公示の日から施行し、改正後の第２条及び別表の規定は、同日以後に補助金の交付申請があった事業について適用し、同日前までに補助金の交付申請があった事業については、なお従前の例による。

　　　附　則（平成２９年７月２０日告示第２０３号）

　この告示は、公示の日から施行する。
　　　附　則（平成３０年３月３１日告示第９８号）

　この告示は、平成３０年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和元年７月４日告示第５１号）

　この告示は、令和元年７月１日から施行する。
　　　附　則（令和２年３月１７日告示第４１号）

　この告示は、令和２年４月１日から施行する。
　　　附　則（令和５年４月１０日告示第１２３号）
　この告示は、公示の日から施行し、改正後の藤枝市中山間地域活性化推進事業費補助金交付要綱の規定は、令和５年４月１日から適用する。

別表
	事業種別
	補助の対象
	補助額

	農業体験等推進事業
	［補助対象経費］
(1)　農業体験等による都市と農山村の交流に要する経費
(2)　農業体験等を推進する人材を育成するための研修会、講演会等に要する経費
(3)　その他市長が特に認めた経費

［補助対象者］

農業体験等推進事業を行う団体又は個人
	補助対象経費の２分の１以内で、２０万円を限度とする。

	農業体験等受入体制整備事業
	［補助対象経費］
(1)　宿泊の用に供する家屋、集会場、その他の宿泊用施設の改築又は改装に要する経費

(2)　旅館業許可申請など農家民宿等の開設に要する経費

(3)　その他市長が特に認めた経費

［補助対象者］

農業体験等受入体制整備事業を行う団体又は個人
［補助金の交付回数］
補助金の交付回数は、同一物件に対し１回限りとする。
	補助対象経費の２分の１以内で、１００万円を限度とする。

	移住定住促進事業（改修事業）
	［補助対象経費］
(1)　空き家の改修等性能や品質を回復させるために要する経費

(2)　空き家の譲り受け又は借り受けの交渉及び契約の媒介に要する経費
(3)　空き家の家財道具の廃棄に要する費用

(4)　その他市長が特に認めた経費
［補助対象者］

(1)　中山間地域空き家バンク第６条第２項の規定により通知を受けた者（以下「利用登録者」という。）で、次の全てに該当する者

　ア　世帯員に６５歳未満の者が含まれる者
　イ　今後１０年以上定住（住所を定めること。）する見込みのある者

　ウ　中山間地域空き家バンク第３条第３項の規定により通知を受けた者（以下「空き家登録者」という。）と生計を一にしていない者若しくは３親等以内の親族でない者

　エ　市税を滞納していない者
(2)　空き家登録者で、次の全てに該当する者

ア　今後１０年以上賃貸物件として利用する者
イ　市税を滞納していない者

［補助金の交付回数］

補助金の交付回数は、同一物件に対し１回限りとする。
	補助対象経費の２分の１以内で、５０万円を限度とする。ただし、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者又は妊娠している者が同居する場合は７０万円を限度とする。


	移転事業
	［補助対象経費］
(1)　空き家への移転に
要する経費

(2)　その他市長が特に認めた経費

［補助対象者］

(1)　利用登録者で、次の全てに該当する者

　ア　世帯員に６５歳未満の者が含まれる者

イ　市外に居住している者

　ウ　今後１０年以上定住（住所を定めること。）する
見込みのある者

　エ　空き家登録者と生計を一にしていない者若しくは３親等以内の親族でない者

　オ　市税を滞納していない者
［補助金の交付回数］

補助金の交付回数は、同一世帯に対し１回限りとする。
	補助対象経費の２分の１以内で、５０万円を限度とする。


第１号様式（第４条関係）
中山間地域活性化推進事業費補助金交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　年　　月　　日

　藤枝市長　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　  称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　年度において、藤枝市中山間地域活性化推進事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

　　なお、交付決定の上は、概算払されるよう併せて申請します。

１　交付申請

　　(1)　事業名

　　(2)　金　額　　　　　　　　　　　　　円

　　(3)　目　的

２　概算払の承認申請

　　(1)　時　期

　　(2)　金　額　　　　　　　　　　　　　円

　　(3)　理　由

第２号様式（第４条、第７条、第８条関係）
事業計画書（変更事業計画書、事業実績書）

１　事業を実施する団体等の名称

	事業の名称
	

	事業の実施期間
	年　　月　　日
～

年　　月　　日
	補助対象
経　費
	　　　　　　　円

	事業の目的
事業の概要

事業の効果


２　事業の内容

(注)１　事業の実施要領等を添付すること。

２　変更事業計画書の場合は、変更前の計画を括弧書きし、その下に変更後の計画を記載すること。
３　実績報告書の場合で、補助対象事業費に変更があるときは、変更前の金額を括弧書きし、その下に変更後の金額を記載すること。

第３号様式（第４条、第７条、第８条関係）
収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）

１　歳入

	区　分
	予算額
（変更予算額）
（決算額）
	（予算額）
	比較増減
	備　考

	
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	


２　歳出

	区　分
	予算額
（変更予算額）
（決算額）
	（予算額）
	比較増減
	算出基礎

	
	　　　　　　円
	　　　　　円
	　　　　円
	

	計
	
	
	
	


第４号様式（第４条、第７条関係）
資金状況調べ（変更資金状況調べ）
	区分
月別
	歳　　　入
	歳　　出
	差
引

残

高

	
	
	
	
	計
	
	
	
	
	計
	

	月
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(注)　未経過の月分については、見込み額を記入すること。
第５号様式（第５条関係）

中山間地域活性化推進事業費補助金交付決定通知書

第   　　　 号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藤枝市長　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった藤枝市中山間地域活性化推進事業費の補助金について、次のとおり交付を決定したので通知します。

１　交付決定額　　　　　　　　　　　円

２　概算払の内容
　　(1) 　時　期

　　(2) 　金　額　　　　　　　　　　　円

３　交付の条件

　　　藤枝市補助金等交付規則及び藤枝市中山間地域活性化推進事業費補助金交付要綱を遵守すること。

第６号様式（第７条関係）

中山間地域活性化推進事業計画変更承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　藤枝市長　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　  称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号により補助金の交付決定を受けた藤枝市中山間地域活性化推進事業の計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

１　計画変更の理由

２　変更の内容

３　補助金額の変更

　　(1)　変更後　　　　　　　　　　　　　　円

　　(2)　変更前　　　　　　　　　　　　　　円

    (3)　差引額　　　　　　　　　　　　　　円

４　概算払の変更承認申請

　　(1)　時　期

　　(2)　金　額　　　　　　　　　　　　　　円
    (3)　理　由

第７号様式（第７条関係）

中山間地域活性化推進事業計画変更承認書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第  　　　  号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藤枝市長　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった藤枝市中山間地域活性化推進事業の計画変更については、次のとおり承認したので通知します。

１　承認の内容

２　補助金額の変更承認

　　(1)　変更後　　　　　　　　　　　　　　円

　　(2)　変更前　　　　　　　　　　　　　　円

    (3)　差引額　　　　　　　　　　　　　　円

３　概算払の変更承認

　　(1)　時　期

　　(2)　金　額　　　　　　　　　　　　　　円
    (3)　理　由

第８号様式（第８条関係）

実　績　報　告　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　藤枝市長　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　  称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　号により補助金の交付決定を受けた藤枝市中山間地域活性化推進事業が完了したので、関係書類を添えて報告します。

　完了の年月日
第９号様式（第９条関係）

中山間地域活性化推進事業費補助金交付確定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第   　　　 号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藤枝市長　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　号により決定した藤枝市中山間地域活性化推進事業費補助金について、次のとおり確定します。

１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　円

２　交付確定額　　　　　　　　　　　　　　円

第10号様式（第10条関係）

請求書（概算払請求書）

金　　　　　　　　　　　　　円

　　ただし、　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　号により補助金の交付の確定（決定）を受けた藤枝市中山間地域活性化推進事業費補助金として、上記のとおり請求します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　藤枝市長　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　口座振替先金融機関名

　　　　　　　　　　　　　支 店 名

　　　　　　　　　　　　　口座種別

　　　　　　　　　　　　　口座番号

　　　　　　　　　　　　　口座名義

